様式集[bookmark: _Hlk228454790]双葉北小学校旧校舎等利活用事業双葉北小学校旧校舎等利活用事業
公募型プロポーザル

２０２５年５月
双葉町


様式等関係書類一覧
Ⅰ 応募に関する様式等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※提出書類は返却しません。
	様式
	提出書類
	ﾁｪｯｸ欄
	備 考
	頁

	様式１
	双葉北小学校旧校舎等公募型プロポーザル応募申込書
	
	
	３

	様式１の２
	事業者の構成調書
	
	共同による申請者がある場合
	５

	様式２
	応募者概要書 
	
	参考としてパンフレット等添付可 
※個人の場合は不要 
	６

	様式３
	誓約書 
	
	
	７

	
	定款又はこれに相当する書類
	
	※個人の場合は不要 
	

	
	◎法人の場合：法人登記簿謄本
◎個人の場合：当該個人の住民票
	
	
	

	
	決算書類　※過去３期分
（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書等）
	
	※個人の場合は不要ですが、個人事業主として事業所得の申告を行なっている場合は、確定申告の写し及び収支内訳書等の付属書類　※過去３年分
	

	様式４
	双葉町税の調査に関する同意書
	
	※双葉町に納税がない個人の場合は、居住市町村から発行された市町村税完納証明書
	９

	様式５
	双葉北小学校旧校舎等現地見学会参加申込書
	
	必要に応じて提出
	10

	様式６
	双葉北小学校旧校舎等質問書
	
	必要に応じて提出
	11

	様式７
	双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル応募辞退届
	
	辞退される場合のみ提出
	12

	様式８
	双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル秘密保持に関する確認書
	
	必要に応じて提出
	12



	様式
	提出書類
	ﾁｪｯｸ欄
	備 考
	頁

	利活用企画提案事業計画書　（任意様式）
	

	
	１
	提案の趣旨
	
	全体的な提案趣旨、基本的な考え方（コンセプト）
	

	
	２
	計画の概要
	
	土地、施設の利活用計画の概要、契約締結から事業完成までの主な工程等
	

	
	３
	事業の運営体制
	
	事業の運営体制（営業時間、休日等）、人員配置、雇用方針（人員確保等）
	

	
	４
	事業の収支計画書及び資金調達計画書
	
	初期投資、事業運営等、今後３年間の概算事業費、資金調達計画
	

	
	５
	企画提案に際して考慮した事柄
	
	地域や地域住民との連携等、事業提案に際して考慮した事柄
	

	
	６
	業務経歴書(過去３年間の事業実績等)
	
	
	

	
	７
	土地利活用計画図面
	
	敷地配置図を活用する等
	

	
	８
	建物利活用計画平面図
	
	教室棟平面図を活用する等
	


Ⅱ 提案に関する様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※提出書類は返却しません。

　資料の綴じ方の注意　

１　提出資料は以下の要領で、Ａ４サイズに統一して綴じてください。
(1) 表紙及び背表紙を付け、応募者名を記入する。
(2) 全体の目次（関係書類一覧表）を付ける。
(3) 資料の綴じる順番は、関係書類一覧の順番とする。
(4) 左側で閉じる。
(5) 全体を１冊に綴じる。
(6) 図面などで、Ａ３は折りたたむ、Ａ４より小さいサイズはＡ４サイズの台紙に貼り付ける。


２　提出部数及び枚数制限 
(１) 前ページに示す Ⅰ 応募に関する様式等（様式１～様式４）　原本１部
(２) 前ページに示す Ⅱ 提案に関する様式（様式８以降の書類）　原本１部
　　　　　　※利活用企画提案事業計画書は、計20ページ以内とする。
　　 上記(１)、(２)はそれぞれを１冊に綴る。
(３) (２)の企画提案書一式は、ＰＤＦデータでの提出をお願いします。


（様式１）
　　　　年  月  日

双葉町長　　　　　　　　様

住所又は所在地
商号又は名称
代表者           　　　　　　　　　  ㊞ 
電話番号

双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル応募申込書

令和８年５月２８日付で公告のありました双葉北小学校旧校舎等利活用事業に係る公募型プロポーザル方式による提案の募集について、「双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル実施要領」その他関係書類に記載の事項を了承のうえ、関係書類を添えて申し込みます。

	応募者名
(応募代表者）
	（氏名又は名称） 

	
	（代表者） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	
	（住所又は所在地）〒 


	
	（電話番号） 





	応募者
（応募代表者）
の担当者
	所属部署
	
	担当者
役職・氏名
	

	
	所在地
	〒

	
	電話番号
	

	
	電子メールアドレス
	



	応募代表者を除く共同申請者数
	者


※共同による申請者がある場合は、様式１の２もあわせて提出してください。
（添付書類）裏面参照
（様式１　裏面）

 提出書類 
１　双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル応募申込書（様式１）　１部
２　事業者の構成調書（様式１の２）　１部（共同による申請の場合）
３　応募者概要書（様式２）　　１部
４　誓約書（様式３）　　１部
５　定款、又はこれに相当する書類（個人の場合は不要）
６　法人の場合にあっては法人・商業登記簿謄本　※３箇月以内に発行されたもの
※　個人の場合にあっては当該個人の住民票
７　決算書類（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書）過去３期分
※　個人の場合、決算書類は不要ですが、個人事業主として事業所得の申告を行なっている場合は、確定申告書の写し及び収支内訳書等の付属書類　過去３年分
８　納税証明書等　※納税証明書は３箇月以内に発行されたもの
＜個人＞
　①双葉町に納税があり、個人事業主等で所得税等の申告をしている場合
　　・「申告所得税及復興特別所得税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない納税証明書［その３の２］　　　　　　　　　＝所管税務署発行
　　・「双葉町税の調査に関する同意書」（様式４）〈納税状況確認用〉
　②双葉町に納税があり、所得税等の申告がない場合
　　・「双葉町税の調査に関する同意書」（様式４）〈納税状況確認用〉
　③双葉町に納税がなく、個人事業主等で所得税等の申告をしている場合
　　・「申告所得税及復興特別所得税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない納税証明書［その３の２］　　　　　　　　　＝所管税務署発行
　　・居住市町村の市町村税の完納を証する証明書（滞納のない証明）
　④双葉町に納税がなく、所得税等の申告もない場合
　　・居住市町村の市町村税の完納を証する証明書（滞納のない証明）
＜法人＞
　①双葉町に納税がある場合
　　・「法人税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない納税証明書［その３の３］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝所管税務署発行
　　・「双葉町税の調査に関する同意書」（様式４）〈納税状況確認用〉
　②双葉町に納税がない場合
　　・「法人税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない納税証明書［その３の３］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝所管税務署発行

　※　複数の者が共同して応募する場合は、上記の３から９については構成事業者全員分を提出してください。
　　　　　　　　　　　　　　

（様式１の２）
事業者の構成調書

【共同による申請者がある場合は、記名してください。】
共同者１
	氏名又は名称
代表者名
	
　

	住所又は所在地
	〒


	電話番号
	


	担当者名
	


	共同実施する理由
	




共同者２
	氏名又は名称
代表者名
	
　

	住所又は所在地
	〒


	電話番号
	


	担当者名
	


	共同実施する理由
	




共同者３
	氏名又は名称
代表者名
	
　

	住所又は所在地
	〒


	電話番号
	


	担当者名
	


	共同実施する理由
	



※　記入欄が不足する場合は、コピーして追加してください。


（様式２）
応募者概要書　　　（　　　　年　　月　　日時点）
	１
	商号又は名称
	


	２
	本社所在地
	〒

	
	契約事業所名
・所在地
	〒

	３
	設立年月日
	


	４
	払込資本金
	

	千円

	５
	年度売上高
	

	千円（直近の年度）

	６
	従業員数
	

	人

	７
	現在行っている

事業の内容
	
























※記載する欄が不足する場合は、適宜追加しても構わない。


（様式３）

誓　約　書

　　　　年　　月　　日

双葉町長　　　　　　　　　様


応募者（又は共同申請者）
住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




私は、双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザルの応募申込みにあたり、次の事項を誓約します。

１　実施要領の２に定める応募資格等の要件をすべて満たしていること及び応募申込みに係る提出書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
　　なお、虚偽の記載事項があった場合は、いかなる取扱いをされても一切異議を申し立てません。
また、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第２号に定める暴力団、又は同条第６号に定める暴力団員、及び双葉町契約等からの暴力団等の排除に関する要綱第２条第５号イ、ウ及びエで規定する暴力団員等に該当する者でないことを確認するため、本誓約書の写し及び役員一覧表の情報を所管の警察署長（以下「警察署長という」）に提供すること、警察署長に意見照会すること並びに警察署長から得た情報を他の業務において暴力団を排除するために利用することについて同意します。

２　応募に際し、本実施要領に記載の内容をすべて承知しています。 

３　応募結果に関し、双葉町ホームページ等にその内容が掲載されることに異議はありません。


（様式３　裏面）
役員一覧表
記載方法
1 記載例に従って、各項目を記載してください。
2 個人事業者の場合には代表者を、法人の場合にはその役員又はその支店若しくは契約権限を有する事務所の代表者を記載してください。
3 同一内容であれば任意の様式での提出も可とします。
	役　職
	氏　名
	カ　ナ
	生年月日
	性 別

	（記載例）
代表取締役社長
	双葉　太郎
	フタバ タロウ
	明治  大正  昭和  平成
22年 　2月  22日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女

	
	
	
	明治  大正  昭和  平成
  年 　　月 　　日
	男　女



双葉町暴力団排除条例（平成26年条例第５号）　抜粋
(定義)

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。以下「法」という。)第2条第2号に規定する暴力団をいう。
(2)　暴力団員　法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。
(3)　暴力団員等　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者(福島県暴力団排除条例施行規則(平成23年福島県公安委員会規則第5号。以下「規則」という。)第2条に規定する者を除く。)をいう。
(4)　暴力団の排除　暴力団員等による不当な行為を防止し、及びその行為により町民生活又は事業活動に生ずる不当な影響を排除することをいう。
(5)　町民等　町民及び事業者をいう。
(6)　少年　20歳未満の者をいう。
(7)　関係団体等　法第32条の3第1項の規定により都道府県暴力追放運動推進センターとして指定を受けた者(以下「県暴力追放運動推進センター」という。)その他の暴力団員による不当な行為の防止及びこれによる被害の救済に寄与する活動等を行う団体及び暴力団の排除に関し町と連携する国の機関をいう。

（様式４）
双葉町税の調査に関する同意書

双葉町長　様
年　　月　　日
【申込者】
	個人
	住　所
	

	
	フ リ ガ ナ
	

	
	氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	生年月日
	西暦　　　　　年　　月　　日

	
	電話番号
	

	法人
	所在地
（本社および営業所等）
	（本社）


（双葉町内に営業所等がある場合はその所在地も記載）



	
	フ リ ガ ナ
	

	
	法人名および代表者名
	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


※ 双葉町内に営業所等がある場合も本社で記名押印ください。

	
	電話番号
	



１　双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザルへの応募にあたり、双葉町税の納税状況について、双葉町が調査することに同意します。
２　調査の結果、滞納がないことが確認できないときは、応募資格を有しないとされることについて異議ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜重要＞
　　『双葉町税の調査に関する同意書』に関していただいた個人情報は、本プロポーザルへの応募資格の条件審査のみに使用します。
　　いただいた個人情報が外部に漏れることは一切ありません。


（様式５）
双葉北小学校旧校舎等現地見学会参加申込書

	１
	個人・法人名
	

	
	住所・所在地
	

	
	（グループの場合）
構成団体名
	

	
	プロポーザル
担当者
	氏名
	

	
	
	所属企業
・部署名
	


	
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	Ｅメール
	

	２
	見学日の、希望の時間帯をチェックしてください。
（第３希望まで記入してください。）

	
	第１希望
	　　月　　日（　）
	□10～12時　□13～15時　□15～17時　
□何時でもよい

	
	第２希望
	　月　　日（　）
	□10～12時　□13～15時　□15～17時　
□何時でもよい

	
	第３希望
	　月　　日（　）
	□10～12時　□13～15時　□15～17時　
□何時でもよい

	３
	見学会参加予定者氏名
	所属法人名・部署・役職

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注１）提出先：双葉町総務課管財係　soumu@town.futaba.fukushima.jp 
注２）見学会は、閉庁日を除く日の10時～17時。
　　　参加希望の時間帯を実施期間内で第３希望まで記入してください。
注３）ご案内の対応時間は、各1時間程度。
注４）参加申込書受領後、調整の上、実施日時及び場所を連絡します。（都合により希望に沿えない場合もありますので、あらかじめご了承ください。）
注５）見学会に参加する人数は、１グループにつき３名以内としてください。
※　現地見学会の参加申込受付は、令和８年８月１７日(月)まで随時とします。


（様式６）
　　　　年　月　日

双葉北小学校旧校舎等利活用事業質問書

双葉北小学校旧校舎等利活用事業について、次の項目を質問いたします。

	要領・様式の該当箇所
	質　問　事　項

	(例) 実施要領 ○○頁 
様式○○ 
	項目名：○○
・・・・・・・・

	













	




※記入欄が不足する場合は、適宜、行を追加して使用すること。
※質問の提出は、令和８年６月１１日(木)までとします。
※質問の提出先：双葉町総務課管財係　soumu@town.futaba.fukushima.jp

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	担当部署
	

	担当者(役職、氏名)
	

	電話番号
	

	Ｅメール
	


※回答の公表にあたり、上記情報は公表いたしません。



（様式７）
　　　　年　月　日


双葉町長　　　　　　　様


住所又は所在地

商号又は名称　

代表者           　　　　　　　　　  ㊞ 


双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル応募辞退届

　　年　　月　　日付で申し込んだ双葉北小学校旧校舎等利活用事業に係る公募型プロポーザルへの参加について、都合により辞退したいので届け出ます。 













【連絡先】
	応募者
（応募代表者）
の担当者
	所属部署
	
	担当者
役職・氏名
	

	
	所在地
	〒

	
	電話番号
	

	
	Ｅメール
	


(様式８)

双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル
秘密保持に関する確認書

令和８年　　月　　日

　双葉町長　様

住所（所在地）
事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

　当社は、「双葉北小学校旧校舎等利活用事業」の公募型プロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）に参加するために必要となる自らの調査・検討（以下「本件検討」という。）を行うことを目的として、貴町から開示される情報について、以下の条項に従い取り扱うことを確認します。

１　当社は、本件検討に関し貴町から開示される参考資料について、秘密情報として取り扱い、善良なる管理者の注意義務をもって管理するものとします。
２　当社は、秘密情報を本件検討以外の目的に使用しません。また、「双葉北小学校旧校舎等利活用事業公募型プロポーザル秘密保持に関する確認書」（以下「本確認書」という。）の存在及び内容並びに本件検討に関し貴町と当社の間で検討が行われている事実についても機密情報として取り扱い、本確認書に定める秘密保持義務を負うものとします。
３　当社は、貴町の書面による事前の許可なくして秘密情報を第三者に開示しないものとします。ただし、次に該当する場合については、この限りではありません。
（１）司法機関又は監督当局を含む行政機関の法的手続き、指導、要求等により秘密情報の開示を請求された場合
（２）本件検討のために必要な当社、当社の関連会社又は本件に係る共同企業体等の役員及び従業員に秘密情報を開示する場合
４　次に記載する情報については、本確認書に定める秘密情報に該当しないものとします。
（１）貴町より開示された時点で、既に公知の情報
（２）貴町より開示された後に、当社の責めによらずに公知となった情報
（３）貴町に対して秘密保持義務を負うことのない第三者から正当に入手した情報
５　当社は本プロポーザルの結果、契約者とならないことまたは本プロポーザルに不参加(辞退も含む)が明らかになった時点で、貴町より開示された秘密情報を直ちに貴町に返還し、または破棄するものとします。
６　当社が、本確認書に違反した結果、貴町に損害が生じた場合、その損害を賠償するものとします。
７　当社は、本確認書に関し争いが生じた場合は、福島地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意します。

以　上　

※本確認書を提出の際は、以下の書類を添付すること。
　□　印鑑証明書（３か月以内のものに限る。）
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